
１.一橋大学経済研究所 
 「流通・消費・経済指標開発プロジェクト」 
 
 本プロジェクトは、小売業、調査会社および学術研究機関が連携し、新たな経済指標の

作成を行うものである。小売店舗のレジ(Point of Sales, POS) で記録される業務用データ、

POS データ、は近年注目を集めている「ビッグデータ」の中でも特に経済分析で広く利用

されている。2014 年から一橋大学経済研究所は、日本最大の POS データを収集している

株式会社インテージ、日本最大のスーパーマーケットの業界団体である新日本スーパーマ

ーケット協会と連携し、新たに「流通・消費・経済指標開発プロジェクト」を開始した。 
 この新プロジェクトは、インテージ社の持つ全国 4000 店の、スーパーマーケットやコン

ビニエンスストア、ドラッグストア、酒店等の商品別、店別の大規模なデータを毎週アッ

プデートし、売上・数量・価格・新商品投入等の様々な指数を定期的に公表する一方、そ

のデータを多くの研究者に公表し、高度な学術研究を行うものである。 
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このプロジェクトの成果としては、2014 年 4 月 1 日に行われた消費税率改定前後で、家計

支出が大きく増減したが、その変化を前年同期からの数量・価格・および新商品投入の変

化に分解すると、価格の貢献はほぼ無視できるほど小さく、かなりの割合が新商品投入に

より説明できることがわかった。税率改定後は、売上・数量ともに多く低下するが、特に

新商品の投入による売り上げの増加がほぼゼロとなった影響も大きいことが判明している。 
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